
  雇用の状況 

・ 被災３県全体では、労働力の需給の状況は改善。 
 

  有効求人数：約12.7万件、有効求職者数：約10.2万人（※23年3月約12.5万人）、新規求人数：依然高水準（約4.7万件）、新規求職者数：減少傾向（約2.6万人） 
・ 就職は進んでいる。 
   就職件数:２３年４月～２６年２月で約41.7万人が就職。 
 

※平成２６年３月末時点 

○雇用保険被保険者数の推移 

  26年2月 前年比 
3年前 
との比 

25年2月 23年2月 

産業計 1,563,193 2.2 3.6 1,529,596 1,508,824 

うち食料品製造業 55,214 0.5 ▲11.6 54,966 62,472 

 

３
県
計 

岩手県 
 
 
 

  
産業計 355,123 1.3 3.4 350,665 343,473 

うち食料品製造業 17,687 ▲0.9 ▲10.2 17,839 19,706 

大船渡  
産業計 

 

16,225 3.8 1.3 15,634 16,022 

うち食料品製造業 2,239 9.7 ▲23.8 2,041 2,940 

 
宮城県 

 
 
 
 
 
 
 

  
産業計 675,589 2.5 5.1 659,093 642,504 

うち食料品製造業 23,626 0.9 ▲15.0 23,415 27,804 

石巻 
産業計 

 

42,005 3.9 0.9 40,443 41,614 

うち食料品製造業 3,666 7.0 ▲29.1 3,427 5,172 

気仙沼 
産業計 
 

16,777 3.7 ▲8.3 16,175 18,286 

うち食料品製造業 2,148 13.7 ▲44.4 1,889 3,865 

 
福島県   

産業計 
 

532,481 2.4 1.8 519,838 522,847 

うち食料品製造業 13,901 1.4 ▲7.1 13,712 14,962 

※単位（人）。前年比、3年前との比は（％） 

○被災３県の雇用情勢は、全体として落ち着いてきているものの、沿岸部については人口減少等により震災前の水
準まで回復していない地域もある。また、建設業などについてミスマッチの解消が課題。 

○地域の基幹産業である食料品製造業（水産加工業）等について、求人の充足に努める。 
 

  雇用保険の被保険者数（雇用者数）を見ると、全体としては震災前の水準ま
で回復しているが、産業別で見ると食料品製造業（水産加工業）で回復してい
ない地域が見られる。 

○有効求人倍率、新規求人倍率の推移 

○課題＝ミスマッチ等 
  震災前と比較して建設業求人が増えているが、未経験者が就職困難。 

（倍） 
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【例：石巻所】 

（単位：人（求職）・件（求人））    求人     求職（男）     求職（女） 



○  産業政策と一体となった雇用創出やミスマッチ（職種や産業などの求人と求職がかみあわない状況）
の解消により、被災３県の被災者の就職支援を推進。 

・ 震災後は、被災者の雇用の継続や、雇用創出基金なども活用し、復旧事業を通じた雇用創出などを推進。  
 （震災等緊急雇用対応事業により、被災３県で約３万７千人超（平成24年度実績）の雇用機会を創出等。） 
  
・ 地域経済の再生復興のための産業政策と一体となって、本格的な安定雇用の創出に向け、雇用創出基金などを活用した雇用
支援を推進。（※ 被災地の本格的な雇用復興を図る「雇用復興推進事業」のための基金：約1,510億円） 

 

・ 雇用のミスマッチ解消のため、きめ細かな就職支援や職業訓練を実施。 

事業復興型雇用創出事業 

  ≪概要≫ 
 

 国や地方自治体の補助金・融資（新し
い事業や地域の産業の中核となることが
期待される事業を対象にするもの。）の対
象となっている事業などを実施する事業所
に対し、産業政策と一体となった雇用面で
の支援を行う。 
 

・助成内容 
 １人当たりの助成額225万円（３年間） 

ハローワークの就職支援 職業訓練の機動的拡充・実施 

≪概要≫ 
 

  介護、情報通信等の職業訓練コースの

他、建設機械の運転技能を習得する特別訓

練コースを設定する。  

特別訓練コースの実施 
（岩手県宮古市）  ≪雇用計画数≫  

 （被災３県）  50,406人 （25年度） 

 ≪実績≫ （被災３県） 

 ・23年４月～26年２月 

  ４１万人以上の就職支援   

 ・避難所、仮設住宅等への出張相談 

   ≪概要≫  
 

 産業政策や復旧・復興需要で生じる求
人をハローワークで開拓・確保するととも
に、担当者制等により、個々の求職者に
応じたきめ細かな職業相談の実施や、職
業訓練への誘導を行う。 
 また、水産加工業の求人の充足につい
ては、工場見学会を実施するなどして、人
材の充足につなげている。 

≪実績≫ （被災３県） 

 ・24年度開講コースの受講者数 11,421人 

 ・特別訓練コースの受講者数 468人 

                 

 （岩手・宮城・福島県の訓練実施状況） 

被災地における雇用対策 

  雇用確保に向けた取組み 

≪実績≫ 
 （被災３県）   13,741人 （24年度） 
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